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4) 日程計画 【動画】 

 求められたアローダイアグラムから、工程を日程表として１つの表にまとめることは、一

目で工程を見渡すために重要なことです。今回はその日程計画の話をします。 

日程表に書く指標について、一般的に書くと難しく見えるので、仮にアローダイアグラム

の一部を抜き出して、ノード⑤から⑨をつなぐ作業 Cについて説明します。 

 

図 1 結合点の関係の例 

これまでは結合点の時刻について話をしましたが、日程表は作業についての指標です。これ

を忘れないで下さい。以下は作業 C についての指標です。 

最早開始時刻  7 

作業 Cを最も早く開始できる時刻＝⑤の最早結合点時刻＝7 

最早終了時刻  7+6=13 

作業 Cを最も早く終了できる時刻＝⑤の最早結合点時刻＋作業時刻 

最遅開始時刻  17-6=11 

作業 Cを遅くとも開始しなければならない時刻＝⑨の最遅結合点時刻－作業時間 

最遅終了時刻  17 

作業 Cを遅くとも終了しなければならない時刻＝⑨の最遅結合点時刻 

 

フリーフロート  15-7-6=2 

後続の作業に影響を与えないゆとり 

＝⑨の最早結合点時刻－⑤の最早結合点時刻－作業時間 

トータルフロート  17-7-6=4 

最大限許されるゆとり＝⑨の最遅結合点時刻－⑤の最早結合点時刻－作業時間 

フリーフロート≦トータルフロート 

 

ここでトータルフロート（最大限許されるゆとり）が 0になるパスがクリティカルパスにな

ります。 
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https://youtu.be/djpbd2He_sM
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最後に、以下の例を用いた日程表を示しておきます。 

例 

作業 作業内容 先行作業 作業時間 

A 設計  7 

B 地盤工事 A 3 

C 基礎工事 B 5 

D 資材調達 A 6 

E 屋根工事 C 3 

F 外壁・防水工事 C,D 6 

G 床面工事 E 4 

H 内壁工事 F,G 5 

I ガス・水道工事 E 3 

J 電気工事 H,I 2 

K 仕上工事 F,G 10 
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日程表 

作業 
最早開始

時刻 

最早終了

時刻 

最遅開始

時刻 

最遅終了

時刻 

フリー 

フロート 

トータル 

フロート 

クリティ

カル・パ

ス 

A(7) 0 7 0 7 0 0 1 

B(3) 7 10 7 10 0 0 1 

C(5) 10 15 10 15 0 0 1 

D(6) 7 13 10 16 2 3 0 

E(3) 15 18 15 18 0 0 1 

F(6) 15 21 16 22 1 1 0 

G(4) 18 22 18 22 0 0 1 

H(5) 22 27 25 30 0 3 0 

I(3) 18 21 27 30 6 9 0 

J(2) 27 29 30 32 3 3 0 

K(10) 22 32 22 32 0 0 1 

クリティカル・パス上の作業は遅れに十分注意する。 
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問題（PERT2.txt） 

以下のプロジェクトの最早結合点時刻と最遅結合点時刻を求め（復習）、日程表を作れ。 
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H(5) 

 

日程表 

作業 
最早開始 

時刻 

最早終了 

時刻 

最遅開始 

時刻 

最遅終了 

時刻 

フリー 

フロート 

トータル 

フロート 

クリティカ

ル・パス 

A(5)        

B(10)        

C(3)        

D(2)        

E(4)        

F(1)        

G(7)        

H(5)        

 

例解答 パソコンでの解答を示します。 

 

最後の日程表は、「作業名順」ラジオボタンを選んで、「日程表」ボタンをクリックして得ら

れます。 
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